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要旨要旨要旨要旨 
 
 

2008年は、全般的に厳しい投資情勢だったが、持続可能エネルギーへの投資にとってはさらなる節目の年となった。総額1550億
ドルが世界中の関連会社や事業に投資されており、その額は 2004 年比で 4 倍以上の拡大。しかし投資成長率は 2007 年比で 5％増
のみにとどまり、50％超の成長率を見せた昨年とは全く対照的となった（図 1 参照）。これは世界的な金融危機により下半期の
投資が甚大な影響を被ったのが主な要因と考えられ、上半期比で 17%減、2007 年下半期比で 23%減となる。 

 

新規発電事業（風力、太陽光、バイオ燃料等）への投資は 2008

年に 13％の成長を見せ 1170 億ドルとなった。また技術開発や
規模拡大に取り組む企業に対する新規民間投資は、エネルギ
ー効率事業を含むと、2007 年比 37％増の 135 億ドルとなった
（図 2 参照）。その他の資金融資は軒並み縮小している。公設
株式市場での設備製造業や事業パイプラインへの資金融資は
、2008 年にクリーンエネルギー株価が 61％の価値を失ったこ
とで 51％減の 114 億ドルとなる。企業買収、資産借換、プラ
イベートエクイティ買収を含む持続可能エネルギーセクター
の 2008 年における取引総額は、2230 億ドル（図 2 参照）と 2007

年比 7％の増加。 

 

持続可能エネルギーセクターにおいて世界的金融危機が深刻
な悪影響を及ぼし始めたのは 2009 年初頭。2009 年第 1 四半期
の新規資金投資は 2008 年同時期に比べ 53％減の 133 億となり
、過去三年の四半期で最低レベルとなった。2009 年第 2 四半
期にはいくらか回復の‘兆し’も見られたが、このセクターが年
内に 2007 年終盤から 2008 年初頭の投資レベルに回復するには
まだまだ長い道のりがある。 

 

2008 年の持続可能エネルギーセクターはマクロレベルにおいて、政治や経済、金融市場、そしてより広範囲に広がるエネルギー
市場などを含む多くの要因に影響を受けている。オバマ大統領率いる新政権の発足は気候変動や持続可能エネルギーに対するア
メリカの政策変化の前触れとなった。それが民間セクターからの投資が落ち込み始めていたこのセクターにとって絶好の追い風
となる。主要財政経済刺激策に持続可能エネルギーへの推定1800億ドルもの支援が含まれていたことは、持続可能エネルギー供
給の保護とエネルギー関連炭素排出の減少への政治的意欲がかつてないほど高まっていることを示している。 
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2008 年 9 月以来の世界金融市場における流動性資産の縮小は、クリーンエネルギー会社やその事業への資金減少を意味する。各
中央銀行による利率の低下により、融資が可能な範囲においては、むしろ再生可能エネルギー事業への融資費用は低くなってい
るのだが、この減少が貸付人によるリスクプレミアムの値上げによって相殺されてしまっている。それを安心させるかのように
、中国は国有銀行を通して6800億ドルの融資を用意することで国内市場の成長を支援、自国の持続可能エネルギーセクターに好
影響をもたらしている 

 

政治家や産業資本家、及びメディアを含む衆目の関心は 2009 年 12 月に開催されるコペンハーゲン UNFCCC 締約国会議（COP）に
注がれている。そこでは京都議定書の後継案への合意が模索されることとなるだろう。現在の金融危機が収束する時がきても、
より自然に優しい低炭素な混合エネルギーへの移行を支援する適切な政策は依然必要とされる。この産業は各地域や各セクター
の技術的成熟度に応じて適切に策定される支援メカニズムを模索中。成熟に近づきつつ化石燃料に対する競争力をつけ始めてい
るこのセクターが、その差を埋めるためには収益支援が必要とされる。例えば、研究段階では機能しても規模拡大にはリスクが
大き過ぎると考えられる技術は商業化への支援を必要としており、長期的な技術発展の見込まれるセクターは研究資金を必要と
している。心強いことに、これらの要素のいくつかはすでに現在の経済刺激策に盛り込まれている。 

 

景気減速の結果、電力の需要成長率は前年の 2.9％から 2008 年には 2.4％に落ち込んだ。しかし、発電市場全体に占める再生可能
エネルギーの割合は 3.9％から 4.4％に拡大（図 3 参照）。さらに、2008 年には世界中でおよそ 40GW 相当の新規再生可能エネル
ギー発電容量が導入されている（REN21 2009 年世界の再生可能エネルギーの現状報告書アップデート）。これは過去二、三年
に施行された政府政策に資金投資が導かれた結果である。原油価格は最高値をつけた 2008 年中期の 1 バレル当たり 147 ドルから
40ドル以下まで下落したものの、経済状況は曲線を描き、原油やガスの消耗によって市場は強く均衡に向かいつつある。2008年
には、新しい 40GW 相当の再生可能エネルギー設備が新最適発電容量の 25％を占めるに至る。およそ 25GW 相当の新大規模水力
発電所とあわせると、再生可能エネルギー全体としては世界の新発電容量の 41％を占める。2008年は、再生可能技術による新規
発電容量への投資（大規模水力を含むと約 1400 億ドル）が既存のエネルギー源への投資（約 1100 億ドル）を上回った初めての
年となった。しかし、発電セクター資産の長命さを考えると、再生可能エネルギーが混合エネルギー世代の雄となるにはまだ時
間がかかる。2008 年の発電セクターの総容量における再生可能エネルギーの占める割合は 6.2％にすぎない（図 3 参照）。 
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炭素市場ではいくつかの国が欧州域内排出量取引制度（EU ETS）と京都議定書を順守する市場の主導に従っている。オーストラ
リアや日本などを始め、アメリカも各地域や連邦政府、または自発的なイニシアチブを通してこれに参加している。オバマ大統
領は連邦キャップアンドトレード制度への支援を明確に表明しており、12月のコペンハーゲンでの交渉次第では世界的な制度が
補強される可能性もある。また相互に関連性をもつ政策主導型の、為替市場に似た金融市場システムもできつつあり、そこでは
全ての主要経済が温室効果ガスの排出に価格をつけることとなる。それが他の国々にも持続可能エネルギーをもたらしうる。世
界中の金融市場の混乱にもかかわらず、世界の炭素市場での取引額は 2008 年に 87％拡大の総額 1200 億ドルに達した。 

 

風力は 2008年に新規投資を受けた最大セクターとなった。他方、太陽光はバイオ燃料を抜いて 2位に浮上。風力への金融資産の
投資総額は 2007 年比 1％減の 518 億ドルとなり、太陽光は前年比 49％増の 335 億ドルに拡大（図 4 参照）。これらの新規投資の
大部分は風力と太陽光に注ぎ込まれており、特に定評のある欧州連合の市場や北アメリカの市場ではその傾向が強い。しかし中
国や東欧、中南米などの地域でも増大傾向にある。 

 

持続可能エネルギー技術は全体として成熟に達しつつ、運営
経験も重ねており、製造業側にとってはより割安となりつつ
ある。近年これらが価格減少に必ずしも反映されない理由は
、需要を上回る供給と日用品価格の急騰にある。しかし近年
の投資急増と日用品市場の軟化が供給連鎖の障壁を和らげ始
めている。特に風力と太陽光においてはそれが顕著だ。これ
により価格は限界レベルまで下落し、いくつかの企業が統合
を進めていくことになると推測される（2008 年末、主な風力発
電機製造企業は世界で 70 社を超え、太陽光発電（PV）モジュ
ール製造企業は 450 社を超えていた）。例えば、ソーラーPV

モジュールの価格は 2009 年に 43％超減少すると予想される。 

 

バイオ燃料への新規投資は169億ドルと2007年比で９％減少。
地熱発電や小型水力発電など他の再生可能エネルギーは 26％
増の 54 億ドルとなったが、バイオマスや熱回収への投資は 25

％減の 79 億ドルにとどまる。新エネルギー効率技術への民間投資は 18 億ドルと前年比 33％減となっている。しかしエネルギー
効率セクターは、2 番目に高いレベルのベンチャーキャピタルとプライベートエクイティ投資を記録（太陽光に次ぐ）。これに
より次世代の持続可能エネルギー技術の開発が促されることになると考えられる。 

 

地域別で見ると、2008 年の欧州における投資は 2％増の 497 億ドル、北米では 8％減（図 4 参照）の 301 億ドルとなっている。こ
れらの地域では新規再生可能エネルギー事業に対する融資の減速が見られた。要因は事業融資資金の不足と税額控除主導の市場
が景気後退下では無力に近いことにある。南米ではブラジルへの投資が 76％増の 108 億ドルと拡大。その恩恵のほとんどをサト
ウキビから精製されるエタノールが受けており、国内外での需要が増加している。中国での持続可能エネルギーへの投資は、適
時の政策介入が功を奏し 18％増の 156 億ドル、インドは 12％増の 37 億ドルとなった。アフリカでの投資は 2007 年比 10％増の 10

億ドル。先進国における新規投資総額は 2007 年比 1.7％減の 823 億ドル。開発途上国の新規投資総額は 366 億ドルと 27％の増大
。 

 

結論として、持続可能エネルギーセクターへの投資を過去五年間で劇的に飛躍させた推進力は、気候温暖化、エネルギー不安、
化石燃料の減少、新技術等においていまだ健在｛しごと｝と言える。また、クリーンエネルギーを律する断固とした権限への強
い要望も存在する。供給料金や再生可能エネルギーにおけるポートフォリオ基準、再生可能燃料の基準、建築基準、効率性に関
する規制などにおいてそれが必要とされている。クリーンエネルギーが強い経済的収益をもたらしうる市場も多く存在し、環境
関連の仕事などはエネルギー価格の低迷期でさえそれほどの影響を受けることはないだろう。 

 

持続可能エネルギーは気候温暖化の軽減に重要な役割を担っている。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）が 2007 年に発行し
た第 4 次評価報告書よると、世界予想平均気温を‘安全’なレベルと考えられる最高気温の 2.0℃から 2.4℃に制限するということは
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、CO2 当量濃度を 445 から 449ppm の間で安定させることを意味する。要するに、C02 の排出が 2015 年までにピークを迎える必要
があるということだ。2007 年に開催されたハイリゲンダム・サミットにおいて G8 は CO2 排出を‘10 から 15 年以内にピークにす
る’、または 2017 年から 2022 年の間までにピークをもっていく必要性を承認した。 

 

CO2が 2020年までにピークを迎えるためには、持続可能エネルギーへのより迅速な移行とそのセクターへの加速度的な投資が必
要とされる。再生可能エネルギーやエネルギー効率、及び炭素の回収と貯留への年間投資額は 2020年までに 5000億ドルに、2030

年までには 5900 億ドルに達する必要がある。その平均投資額は 2006 年から 2030 年までの GDP の 0.44％に該当すると見られる。
このレベルの投資が決して達成不可能でない事は、過去 4 年間での 350 億ドルから 1550 億ドルへの成長を見ても明らかだ。しか
しそれには、より持続可能で低炭素なものをエネルギーの模範とする、社会全体としての献身を更に拡大することが必要とされ
る。 

 

現在実施されている経済刺激策や、期待される 12 月のコペンハーゲン気候協定を考えると、不況のどん底からでさえ、この課
題に取り組む条件がかつてないほどに整っているということが良くわかる。 

 

この報告書は、持続可能エネルギー開発の現状に関する財政的観点を提示している。この分析は、様々な資金の流れとその時間
の経過を踏まえた動きに関する実際のデータと、地域別またはセクター別の分析から構成されている。この情報は、世界中の政
策または金融グループにおいて決定権を持つ人に、持続可能エネルギーセクターへの関与を判断する際に戦略的情報として用い
られることを念頭に置いたものである。ここにある、報告書のグラフやパワーポイントで作成されたプレゼンテーションなどの
一連のデータをを含む情報は、www.sefi.unep.org からダウンロード可能。 
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図図図図4: SEFIグローバルトレンズグローバルトレンズグローバルトレンズグローバルトレンズ, 10億億億億ドルドルドルドル

年年年年 2004 2005 2006 2007 2008
2007-08

成長成長成長成長

2004-08
複合年成長率複合年成長率複合年成長率複合年成長率

カテゴリーカテゴリーカテゴリーカテゴリー $bn $bn $bn $bn $bn % %

1 総合投資総合投資総合投資総合投資

1.1 新規投資 35 60 93 148 155 5% 45%
1.2 総合取引額 45 91 133 209 223 7% 49%

2 価値連鎖別新規投資価値連鎖別新規投資価値連鎖別新規投資価値連鎖別新規投資

2.1 技術開発技術開発技術開発技術開発

2.1.1 ベンチャーキャピタル 1.4 2.0 4.1 5.9 6.0 3% 45%
2.1.2 政府研究開発 4.9 5.6 5.9 7.1 7.5 6% 11%
2.1.3 企業研究開発とデモ 5.5 6.8 8.4 9.8 9.5 -3% 15%

2.2 設備製造設備製造設備製造設備製造

2.2.1 プライベートエクイティ増資 0.3 1.0 3.3 4.0 7.4 86% 115%
2.2.2 公設市場 0.7 4.1 11.0 23.4 11.4 -51% 100%

2.3 事業事業事業事業

2.3.1 資産融資 14.1 28.5 50.3 84.5 97.4 15% 62%
その内再投資されたエクイティ 0.0 0.0 2.3 5.3 3.4

2.3.3 小規模/住宅事業* 8.2 11.6 12.5 19.0 19.5 2% 24%
総合金融投資 17 36 66 112 119 6% 64%
政府研究開発、企業研究開発とデモ、小規模事業 19 24 27 36 37 2% 18%
総合新規投資総合新規投資総合新規投資総合新規投資 35 60 93 148 155 5% 45%

3 そのそのそのその他他他他のののの取引取引取引取引

3.1 プライベートエクイティ買収 0.9 3.4 1.9 3.6 5.8 60% 60%
3.2 企業M&A 4.0 13.2 16.9 25.9 21.7 -16% 52%
3.3 事業買収･再投資 5.1 12.2 19.0 26.1 38.7 48% 66%

4 技術別金融技術別金融技術別金融技術別金融セクターセクターセクターセクターのののの新規投資新規投資新規投資新規投資

4.1 風力 10.0 19.1 25.0 51.3 51.8 1% 51%
4.2 太陽光 0.6 3.2 10.3 22.5 33.5 49% 172%
4.3 バイオマス 1.8 4.1 7.0 10.6 7.9 -25% 45%
4.5 海洋・小規模水力 0.6 1.3 1.5 3.4 3.2 -5% 53%
4.4 地熱 0.9 0.4 1.0 0.9 2.2 149% 24%
4.6 効率性 0.5 0.9 1.6 2.8 1.8 -33% 39%
4.7 その他の低炭素技術 0.8 1.6 1.9 2.4 1.5 -37% 18%
4.8 バイオ燃料 1.3 5.1 18.0 18.6 16.9 -9% 90%

総合総合総合総合 17 36 66 112 119 6% 64%

5 地域別新規投資地域別新規投資地域別新規投資地域別新規投資
5.1 世界世界世界世界

5.1.1 ヨーロッパ 8.4 17.7 26.3 48.6 49.7 2% 56%
5.1.2 北アメリカ 4.2 10.3 22.6 32.7 30.1 -8% 63%
5.1.3 南アメリカ 0.3 1.6 4.3 7.6 12.3 63% 145%
5.1.4 アジア・オセアニア 3.3 5.5 12.1 21.7 24.2 12% 64%
5.1.5 中東・アフリカ 0.2 0.3 1.1 2.0 2.6 29% 81%

総合総合総合総合 17 36 66 112 119 6% 64%
5.2 選択開発途上国選択開発途上国選択開発途上国選択開発途上国/地域地域地域地域

5.2.1 ブラジル 0.2 0.8 4.0 6.1 10.8 76% 173%
5.2.2 中国 0.9 2.5 7.4 13.2 15.6 18% 106%
5.2.3 インド 0.7 0.8 1.1 3.3 3.7 12% 50%
5.2.5 アフリカ 0.2 0.3 0.2 1.0 1.1 10% 54%

新規投資.総合価値は未公開取引に対する推測を含む。ベンチャーキャピタルの数値はPIPE・OTCの推測を含む。

公設市場外のその他の取引は除く。

情報提供:ニューエネルギーファイナンス,国
際連合環境計画 SEFI（UNEP SEFI）
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主要調査結主要調査結主要調査結主要調査結果果果果 

 

景気後退景気後退景気後退景気後退のののの影響影響影響影響によりによりによりにより、、、、持続可能持続可能持続可能持続可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーへのへのへのへの 2008 年年年年のののの新規投資新規投資新規投資新規投資はははは 1550 億億億億ドルドルドルドル。。。。2007 年年年年のののの 1480 億億億億ドルドルドルドルにににに比比比比べわずかなべわずかなべわずかなべわずかな上昇上昇上昇上昇（（（（
5%））））にとどまったにとどまったにとどまったにとどまった。。。。しかし下半期の数値は上半期比で 17％減、2007 年下半期比で 23%減となる。 

 

他他他他のののの多多多多くのくのくのくのセクターセクターセクターセクターにににに比比比比べべべべ、、、、クリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギーはははは世界的財政危機世界的財政危機世界的財政危機世界的財政危機にににに対対対対しししし、、、、一年一年一年一年のののの大半大半大半大半をよりをよりをよりをより良良良良くくくく耐耐耐耐ええええ凌凌凌凌いでいたいでいたいでいたいでいた。。。。原油価格
の高騰に大いに助けられた形となったが、それでも 2008 年 9 月以降は影響を免れ得なかった。株価は、株式市場全般からして
も際立つ 61%の急落、その後もわずかな回復を見せるのみに留まっている。投資家心理は継続的な成長に批判的なようだ。持
続可能エネルギー株価が 2008 年後期に振るわなかった一因は危険セクターと成長セクターからの全般的な逃避傾向にある。 

 

主要各国政府主要各国政府主要各国政府主要各国政府はははは各自多様各自多様各自多様各自多様なななな景気刺激策景気刺激策景気刺激策景気刺激策をもってをもってをもってをもって 1800 億億億億ドルドルドルドルにのぼるにのぼるにのぼるにのぼる資金資金資金資金をををを持続可能持続可能持続可能持続可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーにににに注注注注ぎぎぎぎ込込込込むことをむことをむことをむことを表明表明表明表明。。。。しかし
各国政府の方策には寛大さや明確さという点で大きな相違がある。世界的な金利下落のなか莫大な規模の金融刺激策が適用さ
れているが、歴史的低水準にある中央銀行の利率をもってしても各銀行の融資支払能力に対する強い不安を拭うことは困難。
融資が循環し始めさえすれば、再生可能エネルギー事業は真っ先にその恩恵を受け、公益事業が確実な一定の収益をもたらす
ことになる。 

 

育成支援下育成支援下育成支援下育成支援下にあるにあるにあるにある会社数会社数会社数会社数はははは 2008 年年年年にはにはにはには 338 社社社社とわずかながらとわずかながらとわずかながらとわずかながら減少減少減少減少、、、、昨年比昨年比昨年比昨年比でででで 2%をををを若干下回若干下回若干下回若干下回るるるる。。。。それらの大半が太陽光セクター
に属すもので、73 社と全体の 21％を占める。太陽光の後を、風力、バイオ燃料、エネルギーの効率供給がそれぞれ続き、各自
補助セクターを必要としている。 

 

2008 年年年年におけるにおけるにおけるにおけるベンチャーキャピタルベンチャーキャピタルベンチャーキャピタルベンチャーキャピタルととととプライベートエクイティファンドプライベートエクイティファンドプライベートエクイティファンドプライベートエクイティファンドによるによるによるによる投資投資投資投資はははは、、、、再生可能再生可能再生可能再生可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギーととととエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー効効効効
率会社率会社率会社率会社にににに対対対対しししし 193 億億億億ドルドルドルドルにのぼりにのぼりにのぼりにのぼり、、、、2007 年比で 43％の増大。そのうち 135 億ドルは新規資金（未公開株の買収を除く全て）とな
り、2007 年の 98 億ドルに比べ 37％増の改善。これにより炭素の回収と貯留や潮力発電などの多分野で技術開発に取り組む若い
会社が広く支援されることとなり、それが将来性の強化と生産の商業化を可能とする。 

 

世界世界世界世界のののの株式市場株式市場株式市場株式市場をををを通通通通じたじたじたじたクリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギー企業企業企業企業へのへのへのへの投資投資投資投資はははは、、、、2007 年年年年のののの 234 億億億億ドルドルドルドルからからからから 51％％％％のののの暴落暴落暴落暴落となるとなるとなるとなる 114 億億億億ドルドルドルドルまでまでまでまで下落下落下落下落。。。。
2008 年下半期には特に際立った減速を見せ、公設市場でのクリーンエネルギー関連の新規株式公開（IPO）は 2009 年もここまで
実質休業状態にある。公設市場でデビューを果たした会社の数はより減少している。2008 年に世界の主要証券取引所で上場し
た会社は 18 社あり全体として 36 億ドルの融資を受けている。2007 年に比較すると 30 社の減少。昨年は 48 社のクリーンエネル
ギー会社が IPO を通して 136 億ドルを調達。 

 
 

持続可能持続可能持続可能持続可能エネルギーエネルギーエネルギーエネルギー関連関連関連関連のののの資産融資資産融資資産融資資産融資はははは 2008 年年年年にににに 12.9％％％％増増増増のののの 1169 億億億億ドルドルドルドル、、、、その多くが新規発電事業に注ぎ込まれている。欧州に
おける再生可能エネルギー事業への借り入れ資金調達の契約条項は 2008 年 10 月以来より厳しいものとなっているが、オバマ大
統領が 2009 年 2 月に打ち出した 7870 億ドルに及ぶ景気刺激策の承認により、アメリカの開発会社にとってはいくつかの新規事
業融資への解決策が提示された。新設風力事業への資金融資は 2007 年の 413 億ドルから 2008 年には 479 億ドルに拡大したもの
の、2009 年第 1 四半期には暴落。新設太陽光事業への資金融資は 2007 年の 121 億ドルから 2008 年には 221 億ドルと劇的に増大
。しかし、これも 2009 年第 1 四半期には急激な落ち込みを見せる。 

 

クリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギー会社間会社間会社間会社間のののの M&A でででで動動動動いたいたいたいた資金資金資金資金はははは 16.2%減減減減のののの 217 億億億億ドルドルドルドル。。。。貸付金不足や株式市場の急落、世界規模の金融危機な
どが仲介取引を困難なものとした。これにより設備製造業が M&A 投資の最大の恩恵を受け、全体 217 億ドルの 43％にあたる 94

億ドルを手にしている。前年比で最大の拡大を見せたのが開発業者を対象とした取引。2008 年に記録された 73 億ドルという数
字は 2007年比で 156％の増大となるが、それは整理統合が欧州の風力発電市場を席捲したためである。M&Aは資金豊富な投資家
がクリーンエネルギー会社の評価額の低さと不況の機会を活かそうと動き増加傾向に向かうと推測される。 

 

クリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギークリーンエネルギー基金基金基金基金のののの設立設立設立設立はははは 2008 年年年年にににに大幅大幅大幅大幅なななな減少減少減少減少をををを見見見見せるせるせるせる。。。。2007 年には民間クリーンエネルギー基金が週に一つの割合で
設立されていたが、2008 年には月に一つに減速。にもかかわらず、数々の大規模基金が 2008 年に設立期間を終えており、ここ
数ヶ月の間にも数々の新基金が発表されている。市場が 40%以上の価値を失った今、投資家はあえて市場に戻り始めている。
プライベートエクイティファンドやプロジェクトエクイティファンドが、世界の公開市場の実質的閉鎖と負債への厳しい規制
により、2008 年にはより存在感を増した。 

 

世界世界世界世界のののの金融市場金融市場金融市場金融市場におけるにおけるにおけるにおける混乱混乱混乱混乱にもかかわらずにもかかわらずにもかかわらずにもかかわらず、、、、2008 年年年年はははは炭素市場炭素市場炭素市場炭素市場にとってにとってにとってにとって再再再再びびびび記録的成長記録的成長記録的成長記録的成長のののの年年年年となったとなったとなったとなった。。。。世界の炭素市場での
取引額は 2008年に 87％増大、総取引額は 1200億ドルに至る。現在最も流動性のあるのが欧州連合域内排出量取引制度（EU－ETS

）と世界中の京都議定書を順守した市場である。2008 年に第二段階に入った EU－ETS は欧州の総温室効果ガス排出量の 45％ほ
どを対象としている。この市場がカーボンクレジット取引を現在まで独占しており 79％の取引額を占めている。世界的景気後
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退の影響で 2008 年終盤には多少の相場の下降があったにもかかわらず、欧州連合排出枠（EUAs）の平均決済価格は 1 トンあた
り 25 ドルで取引を終えている。 

 

開発途上国開発途上国開発途上国開発途上国におけるにおけるにおけるにおける金融資産投資金融資産投資金融資産投資金融資産投資はははは 2008 年年年年にはにはにはには 366 億億億億ドルドルドルドルにのぼりにのぼりにのぼりにのぼり、、、、2007 年比で 27％の増大。他方、先進国では 1.7％減の 823

億ドル。世界の金融資産投資における開発途上国の占める割合は、2007 年の 26%から 2008 年には 31%に拡大。アジアでの投資
は中国が先導しており、156 億ドルの新規投資がなされている。その大半は新規風力事業に向けられいるが、いくつかのバイオ
マス設備も含まれている。インドにおける 2008 年の投資は 12％増の 37 億ドル。そのうち資産融資が 36％増の 32 億ドル。ブラ
ジルは 2008 年の中南米における再生可能エネルギー投資のほぼ全てを占めており、2007 年比 7%増の 108 億ドル。 
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